
 

 

福福島島県県年年次次経経済済報報告告書書

FFuukkuusshhiimmaa PPrreeffeeccttuurraall AAnnnnuuaall EEccoonnoommiicc RReeppoorrtt

福福島島県県企企画画調調整整部部情情報報統統計計領領域域

2 0 0 4 年版 





は し が き

本書は、年間を通した県内経済の総合的な分析を行うことを目的としたもので、今回

で1996年版以来9回目の作成となります。毎月作成公表している「最近の県経済動向」

及び「福島県景気動向指数」のデータを中心にしながら、県内経済の動向を示す様々な

統計データを使用して分析し、グラフなどを用いて内容がいっそう把握しやすくなるよ

う努めております。

平成14年2月（暫定）を谷としたバブル崩壊後３回目の景気平成15年の県内経済は、

回復局面下にあって、生産活動は前年からの回復の動きが一時横ばいとなったものの

持ち直し、雇用面では低水準ながら緩やかな改善傾向となった一方で、所得面での改

善の遅れから個人消費が低調に推移するなど、全体としては持ち直しに向けた動きが

弱く厳しい状況が続きました。

近年、地域経済の持続的な発展が見通しにくくなってきていますが、本書が皆様に本

県経済の動きを理解する一資料として御活用いただけましたら幸いです。

最後に、本書作成に当たり、関係各位から貴重な資料の御提供、御指導をいただきま

したことに対し、ここに厚くお礼申し上げます。

平成16年11月

福島県企画調整部長
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第 １ 章

平成15 年の福島県経済の概況
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第１章 平成15 年の福島県経済の概況

１ 日本経済

平成 年の日本経済は、第１四半期にイラク戦争や新型肺炎(ＳＡＲＳ)などの先行き不透明な15

要因から、政府の基調判断は「弱含んでいる」（１～２月）から「不透明感が増している」（３月）とい

う判断が示されていたが、イラク戦争や新型肺炎(ＳＡＲＳ)が比較的短期に終結したこともあって

順調に輸出が回復し、その後の８月の基調判断では「景気を巡る環境に変化の兆しがみられる」

という判断が示された。 ～ 月以降は 年振りの冷夏とその後の天候不順、 月以降の急激7 8 10 9

な円高の進行など、一時その影響も懸念されたが、アメリカ経済の景気回復や好調が続くアジア

向け輸出がそうした不安材料を吸収し、国内においても、株高や企業の収益改善を背景に９月

の基調判断では、外需と国内企業の設備投資の活発化により「景気は、持ち直しの動きがみられ

る」と示され、さらに１１月には「持ち直している」と上方修正された。その後の翌 年 月の基調16 1

判断では、「設備投資と輸出に支えられ、着実に回復している」という判断（景気回復宣言）が示

された（図１）。

しかし、こうした景気回復の動きは依然として企業部門に止まり、しかも大企業の製造業に限定

され、非製造業や中小企業、また、地域経済への回復の拡がりまでは至らなかった。

四半期別実質ＧＤＰ（季節調整系列）をみると（図２）、平成 年は第Ⅰ四半期、第Ⅱ四半期15

は輸出や民間企業設備がプラスに寄与し、Ⅲ四半期以降民間最終消費支出がプラスに寄与し、

Ⅳ期は民間企業設備がプラスに大きく寄与したことから、 年第Ⅱ四半期以降 期連続で前期15 3

を上回った。
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備考 1 内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部｢四半期別GDP速報時系列表｣より作成
2 平成7年基準
3 93SNA
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図2　国内総生産（GDP)寄与度（実質、季節調整系列）
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備考 1 内閣府経済社会総合研究所景気統計部｢景気動向指数｣より作成
2 平成12年＝100
3 シャドウ部分は、日本経済の景気後退期を示す。
4 各景気の名称は、正式のものではなく通称を付したものである。　

図1　景気総合指数（国）
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2 福島県経済

、 、平成15年の本県経済は 生産活動は前年からの改善基調が年央一時横ばいとなったが

秋口から持ち直しの動きがみられた。また、情報通信・デジタル家電関連産業の活況等

を背景に、設備投資抑制の動きにも歯止めがかかり、雇用情勢では有効求人数の増加傾

向が鮮明になるなど、求人倍率も全国平均より低い水準ながら緩やかな改善傾向がみら

れた。

しかし、前年からの持続的な持ち直しの動きは、企業の収益や景況感に業種間の較差は

あれ改善傾向をもたらしたものの、雇用者所得への明瞭な波及までには至らず、消費者

マインドも低迷が続き、個人消費は年間を通じて低調に推移した。また、企業倒産件数

は減少傾向をたどったものの、建設需要の減少が続くなど地域の中小企業には依然とし

て厳しい状況が続いた。

主な項目別にみると、消費面では、大型小売店販売額が、百貨店、スーパーとも依然

として販売不振から抜け出せなかったため、全体では年間を通して前年を下回る結果と

なった。また、乗用車新規登録台数は、大型車、小型車が増加したが、中型車、軽自動

車が前年割れとなったため、3年連続で前年を下回った。

建設需要面では、新設住宅着工戸数は、貸家が前年を上回る動きがみられたものの、

持家、給与住宅、分譲住宅の低迷から7年連続の前年割れとなり、公共工事請負金額も４

年連続で前年を下回った。一方、業務用建築物着工棟数は前年を上回った。

生産面では、生産指数は本県の主力産業である旧電気機械工業が好調であったことか

、 、 、 。ら 3年振りに前年を上回り 出荷指数は2年連続 在庫指数は4年連続で前年を上回った

（※旧電気機械工業とは、平成７年基準の鉱工業指数による分類名。平成１２年基準では「電気機械工業」「情報通信機械工業」及び「電子部品・デバイ

ス工業」に分かれている。）

雇用・労働面では、新規求人倍率、有効求人倍率とも年後半に改善の動きがみられ前

年を上回った。一方、所定外労働時間指数は前年を上回ったものの、現金給与総額指数

は微増に止まった。

物価は、国内企業物価指数が3年連続の下落となった。また、福島県消費者物価指数は

5年連続の下落となったが、生鮮食品を除く総合では10月から前年比プラスに転じた。

企業倒産は、件数は8年振りに200件を割ったが、負債総額は大型倒産もあり戦後4番目

の高水準となった。一方、中小企業の業況感は年後半にかけて改善の動きがみられた。
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以上のとおり、平成15年の本県経済は、平成14年2月（暫定）を谷としたバブル崩壊後

３回目の景気回復局面下にあって、生産活動は前年からの回復の動きが一時横ばいとな

ったものの持ち直し、雇用面では低水準ながら緩やかな改善傾向となった一方で、所得

面での改善の遅れから個人消費が低調に推移するなど、全体としては持ち直しに向けた

動きが弱く厳しい状況が続いた。

備考

4 各景気の名称は、正式のものではなく通称を付したものである。　

1 福島県情報統計領域｢福島県景気動向指数｣より作成（16年7月現在（系列改訂前）の公表値を使用)
2 平成12年＝100
3 シャドウ部分は、福島県経済の景気後退期を示す。

　　図3　福島県景気総合指数(CI)
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